
生活保護制度の見直しについて

平成26年２月2１日（金）

社 会 ・ 援 護 局 保 護 課

資料３
Ｈ26.2.21市町村セミナー



１．現状
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被保護世帯数、被保護人員、保護率の年次推移

生活保護受給者数は216万人であり、平成23年に過去最高を更新して以降増加傾向が続いている。
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資料：被保護者調査より保護課にて作成（平成24年３月以前の数値は福祉行政報告例）

平成23年度（確報値）

2,067,244 人

1.62 ％

1,498,375世帯

平成25年11月（速報値）

2,164,857人

1.70 ％

1,595,596世帯
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過去６年間の生活保護受給者数の推移

○ 生活保護受給者数は平成25年11月現在で216万4,857人となっている。
平成20年10月頃の世界金融危機以降急増しており、平成20年5月以降増加傾向にあった。

○ 11月の対前年同月伸び率は0.8％となり、平成22年1月の12.9％をピークに減少傾向が継続している。
（世界金融危機直前（平成20年10月）の伸び率は3.0％、過去6年で最も低い水準であった平成19年9月の1.7％を

下回っている）

資料：福祉行政報告例、被保護者調査（平成24年4月以降）※平成2４年4月以降は速報値
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保護開始・廃止人員と失業率の推移

（注）東日本大震災の影響により、平成２３年３月から８月の失業率については、岩手県・宮城県・福島県を除いた数値を用いている。
（資料）福祉行政報告例、被保護者調査（平成24年4月以降）※平成2４年4月以降は速報値、労働力調査（総務省）

保護開始人員・保護廃止人員
（人）

失業率
（％）
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完全失業率と保護開始人員には正の相関関係がある。
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世帯類型の定義
高齢者世帯：男女とも65歳以上(平成17年３月以前は、男65歳以上、女60歳以上）の者のみで構成されている世帯か、これらに18歳未満の者が加
わった世帯
母子世帯：死別、離別、生死不明及び未婚等により、現に配偶者がいない65歳未満

（平成17年３月以前は、18歳以上60歳未満）の女子と18歳未満のその子（養子を含む。）のみで構成されている世帯
障害者世帯：世帯主が障害者加算を受けているか、障害・知的障害等の心身上の障害のため働けない者である世帯
傷病者世帯：世帯主が入院（介護老人保健施設入所を含む。）しているか、在宅患者加算を受けている世帯、若しくは世帯主が傷病のため働けな
い者である世帯
その他の世帯：上記以外の世帯

◆平成15年度

◆平成25年11月（概数）

世帯類型別の保護世帯数と構成割合の推移

１０年度前と比較すると、特に稼働年齢層と考えられる「その他の世帯」の割合が大きく増加。

被保護世帯
高齢者世帯 母子世帯

傷病・障害者
世帯

その他の
総数 世帯

世 帯 数 939,733 435,804 82,216 336,772 84,941

構成割合（％） 100 46.4 8.7 35.8 9.0

被保護世帯
高齢者世帯 母子世帯

傷病・障害者
世帯

その他の
総数 世帯

世 帯 数 1,587,129 720,616 112,302 466,192 288,019

構成割合（％） 100 45.3 ７.1 29.4 18.2

（参考）
その他の世帯のうち、年齢階級別にみ
た世帯員の構成割合

・20～29歳： 5.3％
・50歳以上：53.5％

（平成23年）

資料：平成15年度福祉行政報告例

資料：被保護者調査（平成25年11月概数）

3倍強増
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（④年齢階級別被保護人員の年次推移）
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7資料：被保護者全国一斉調査（基礎調査）

568,546人
（28.1％）

465,950人
（23.0％）

304,879人
（15.1％）

61,113人
（3.0％）

136,095人
（6.7％）

212,031人
（10.5％）

275,475人
（13.6％）

○ 年齢別の被保護人員としては、６０歳以上の高齢者の伸びが大きい。
○ 被保護人員のうち、全体の約５１％は６０歳以上の者。


